
序章　本稿の問題意識と目的

仕事と聞いて男性と女性どちらをイメージする

か２択で答えるとしたら、回答者の年齢や性別に

よって大きく変わるだろう。それは、第二次社会

化によって常に価値観が変わっていくものだから

だ。例えば、幼少期は仕事＝男性と考えていても、

自分が働く環境や家庭環境によっては、仕事＝自

分の性になり得ることもあるためである。しかし、

家事や育児と聞いて男性と女性どちらをイメージ

するか２択で答えるとしたら、日本人はおそらく

女性と答える人が大半だろう。私も２択なら女性

と答える。それは、幼少期から専業主婦として家

庭を支える母の姿を見てきたからだ。つまり、第

一次社会化によって形成された私の中の価値観が

根強いからであるといえる。また、日本社会で生

きる私たちには、「男性は仕事、女性は家庭」といっ

た性別役割分業が少なからず残っているといえる

だろう。

私はここに疑問を持った。近年日本の性別役割

分業意識は変化してきており、内閣府が1979年か

ら2023年まで行なってきた性別役割分業に関する

世論調査でも明らかになっている。そして、日本

の育児休業制度は世界で１位と言われる程に優れ

たものとなっている。しかし、家庭における性別

役割分業の実態は変わっておらず、女性の社会進

出を妨げる原因となり、男性の育児休業取得率は

増加傾向にあるものの課題が多いのが現状であ

る。それはなぜだろうか、日本社会で根強く残る

性別役割分業意識は変化してきており、世界１位

の育児制度があるにも関わらず、男性の育児休業

取得率が低い現状や「育児・家事」＝女性という

イメージはなぜ変わらないのだろうか。

本稿では、第１章で、世界１位と言われる日本

の育児休業制度の優れている点を明らかにし、現

在の「育児・介護休業法」までの法改正の歴史を

振り返ったうえで、日本の育児休業取得の現状と

日本の「育児・介護休業法」が上手く活用できて

いない原因を明らかにする。

第２章では、本稿における重要な概念である性

別役割規範や性別役割分業、社会化の概念を述べ、

現在では変化してきている性別役割分業意識と現

在も根強く残る性別役割分業の実態との差を示

す。また、第二次社会化により意識が変わり実際

に家事や育児への関心が強まった男性の事例を紹

介し、事例に登場する男性たちはどのような影響

を受けて育児に参加するようになったのかを考察

していく。

第３章では、第１章と第２章で論じた男性と育

児の関係性と性別役割分業の実態は、性別役割分

業意識と同様に変化していくことができるという

ことを踏まえ、今後日本で、世界１位と言われる

育児休業制度は、どのような方法で活用していく

ことができる可能性があるのかを考え、男性の育

児参加を促進するために企業ができる取り組み

を、事例を持って提示していく。また、日本に根

付く性別役割分業の実態を変えていくために、

我々個人あるいは社会がどのように意識を変えて

いくべきかを考察していく。
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以上のことを通して、男性の第二次社会化によ

る可能性を示し、男女共に仕事と育児の両立がで

きる社会にしていくための、今後の課題と展望を

明らかにする。

第１章　男性と育児の関係性〜日本を中心に〜

本章では、はじめに日本の「育児・介護休業法」

が世界で１番優れている育児休業制度と言われる

理由と育児休業法の成立から現在の「育児・介護

休業法」に改正されるまでの背景、改正による制

度の変化を見ていく。その後日本の育児休業取得

率を、経年変化と国際比較を通して現状を把握し、

世界１位の育児休業制度があるにも関わらず男性

の育児休業取得の浸透を妨げている原因について

明らかにしていく。

第１節　世界１位と言われる日本の育児休業制度

本節では、はじめに日本の育児休業制度が世界

で１位と言われている理由について論じ、世界的

に見て、日本の育児制度の優れている点を明らか

にする。そして1992年に「育児・介護休業法」が

施行されてからどのような改正を重ね、2024年現

在の形に変化していったのかを見ていく。

第１項　日本の育児休業制度が世界１位と言われ

る理由

まず、日本の育児休業制度を世界的に見たとき

の立ち位置を見ていこう。2021年に発表された、

UNICEF Office of Research-Innocenti（ユニセフ

の専門研究センター）の報告書「先進国の子育て

支援の現状（Where Do Rich Countries Stand on 

Childcare?）」を見ると、「子育て支援政策を比較

したランキングで上位だったのは、『ルクセンブ

ルク、アイスランド、スウェーデン、ノルウェー、
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ドイツ』で、一方、『スロパキア、米国、キプロス、

スイス、オーストラリア』が下位」（UNICEF 

Office of Research-Innocenti「先進国の子育て支

援の現状（Where Do Rich Countries Stand on 

Childcare?）」2024年６月30日アクセス）となっ

ていた。日本の順位は、「育児休業制度で１位/41

位、就学前教育や保育への参加率で31位/41位、

保育の質で22位/33位、保育費の手頃さで26位/41

位、総合順位は21位/41位」となっている。そして、

日本の育児休業制度が１位となった理由として

は、主に父親に認められている育児休業の期間が

世界で最も長く、取得率は低いものの改善に向け

た取り組みが進められていることが挙げられてい

た。

実際に、内閣府男女共同参画局が出している

UNICEF Office of Research-Innocenti「先進国の

子育て支援の現状（Where Do Rich Countries 

Stand on Childcare?）」を参考に作成された図表

１「育児休業の週数」を見るとわかるように、日

本の父親の育児休業期間は賃金が全額支給された

場合に換算すると30週間であり、諸外国と比べて

最も長いことがわかる。また、母親が利用できる

育児休業の期間と父親が利用できる育児休業の期

間がほぼ同じ長さである唯一の国であることがわ

かる（内閣府男女共同参画局「我が国の育児休業

制度は世界一！？男性の育児休業の変遷と背景」

より）。つまり、日本の育児休業制度は完全賃金

としての週数を見ると、男性の育児休暇を取得で

きる期間は30週間であり、諸外国の男性と比べて

も制度上は、長期間の取得ができる。そのため、

特に男性の育児休業という側面から見て、日本の

育児休業制度は世界に先駆けた先駆的な制度であ

るといえる。

しかし、図表２「育児休業、保育へのアクセス、

保育の品質、保育の価格別ランキング」を見ても

わ か る よ う に、UNICEF Office of Research-

Innocenti「先進国の子育て支援の現状（Where 

Do Rich Countries Stand on Childcare?）」の結果

では、日本の総合順位は41カ国中21位に位置して

いる。また、41カ国中31位の就学前教育や保育へ

の参加率、33カ国中22位であった保育の質、41カ

国中26位の保育費の手頃さの順位を見る限り、世

界でトップクラスに育児がしやすい国とはいえな

いだろう。
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第２項　「育児・介護休業法」の成立と改正

第２項では、世界１位と言われる日本の「育児・

介護休業法」がどのように成立し、2024年現在に

おける「育児・介護休業法」の内容へと改正を重

ねていったのかを見ていく。

まず、1991年に成立し、1992年に施行された育

児休業法の成立と改正内容を見ていく。「育児休

業法」は、村林が指摘するように、「少子高齢化

の進展による、労働力人口の減少や現役世代の負

担の増大等」（村林　2002：214）を背景にできた。

そして1991年に成立した「育児休業法」の内容は、

「１歳に満たない子を養育するための休業を原則、

申し出た期間の取得が可能。ただし労使協定によ

る１年継続勤務の要件や専業主婦等状態として子

を養育できる配偶者がいる場合は除外。また、育

児休業の申出や育児休業の取得したことによる解

雇の禁止」（厚生労働省「男女雇用機会均等法成

立30年を迎えて」2024年11月15日アクセス）となっ

ている。また、この法律について石井は、「日本

では1992年に『育児・介護休業法』が改正されて

男性でも育児のために会社を休むことが可能に

なった」（石井　2018：27）と指摘しており、日

本で最初に男性が育児休業を取得できるように

なった法律となっている。

1995年の改正内容は法律名が「育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律」となった。また、労働基準法の改正に

より女性労働者の深夜業の禁止規定が廃止された

ことに伴い、育児又は家族の介護を行う男女労働

者の深夜業の制限規定が設けられることとなった

（厚生労働省「男女雇用機会均等法成立30年を迎

えて」2024年６月22日アクセス）。

2001年の改正では、育児・介護を行う労働者に

対する時間外労働の制限の制度が創設され、月24

時間、年150時間を超える時間外労働を免除する

よう労働者が請求できるようになった。育児のた

めの勤務時間の短縮等の措置義務については、対

象となる子どもの年齢が１歳未満から３歳未満に

引き上げられ、育児休業及び介護休業の申し出や

取得したことを理由とする不利益取扱いの禁止や

小学校就学の始期までの子どもに対する看護休暇

の努力義務が定められた（厚生労働省「男女雇用

機会均等法成立30年を迎えて」2024年７月７日ア

クセス）。

2004年の改正では、期間を定めて雇用される労

働者のうち、同一の事業主に引き続き雇用された

期間が１年以上で、養育する子どもが１歳に達す

る日を超えて引き続き雇用されることが見込まれ

る者が育児休業の対象となった。育児休業期間に

ついて、子どもが１歳を超えても休業が必要と認

められる場合には、子どもが１歳６か月に達する

まで育児休業を延長できるようになった。また、

子の看護休暇が義務化された（厚生労働省「男女

雇用機会均等法成立30年を迎えて」2024年７月７

日アクセス）。

2009年の改正では、３歳までの子を養育する労

働者について、１日６時間の短時間勤務制度を設

けることを義務化し、所定外労働の免除も制度化

された。また、子の看護休暇制度についても、小

学校就学前の子どもが２人以上であれば年10日取

得できるようになり、父親も子育てができる働き

方の実現をめざし、パパ・ママ育休プラスや、父

親が出産後８週間以内に育児休業を取得した場合

に、再度育児休業を取得できる制度を創設し、配

偶者が専業主婦（夫）であれば育児休業取得を不

可とする制度を廃止した（厚生労働省「男女雇用

機会均等法成立30年を迎えて」2024年６月26日ア

クセス）。

2016年の改正では、有期契約労働者の育児休業

取得要件の緩和が行われた。また、男女雇用機会

均等法の改正と合わせ、育児休業等に関する上司・

同僚による就業環境を害する行為に対する防止措

置を義務付ける規定が設けられた（厚生労働省「男
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女雇用機会均等法成立30年を迎えて」2024年６月

26日アクセス）。

2021年の改正では、すべての従業員が子の看護

休暇と介護休暇の取得単位が半日単位から１時間

単位での取得が可能になった（上西賢佑「【育児・

介護休業法の改正対応】過去から現在までの改正

内容（経緯・変遷）をまとめて解説」2024年６月

27日アクセス）。

2022年４月から2023年４月までに行われた改正

では、３段階で施行された。まず、１段階目の

2022年４月には、雇用環境整備、個別の周知、意

向確認の措置の義務化、有期雇用労働者の育児・

介護休業取得要件の緩和が施行された。次に２段

階目の2022年10月には、産後パパ育休（出生児育

児休業）の創設（出生後８週間以内に４週間まで

取得可能）、育児休業の分割取得（２回の分割が

可能）が施行された。最後に３段階目の2023年４

月からは、従業員数1000人超の企業は育児休業等

の取得の状況を年に１回公表することの義務化

（厚生労働省「育児・介護休業法 改正ポイントの

ご案内」2024年６月30日アクセス）が施行された

ことで、企業も育児休業の取得率を気にせざるを

得ない状況となった。

また、2024年５月に新しく改正が行われ、2025

年４月１日から施行される育児・介護休業法の改

正内容のポイントは４点ある。

１点目は、子の看護等休暇の対象範囲が小学校

３年生修了までに延長、取得事由に感染症に伴う

学級閉鎖等や入園（入学）式、卒園式が追加され

た。また、労使協定の締結により対象外となる労

働者の条件が週の所定労働日数２日以下のみと

なった。

２点目は、所定外労働の制限の対象が小学校就

学前の子を養育する労働者までに拡大された。

３点目は、３歳以上小学校就学前の子を養育す

る労働者が柔軟な働き方を実現するための措置と

して、事業主が「始業時刻等の変更・テレワーク

（10日/月）・保育施設の設置運営等・新たな休暇

の付与（10日/年）・短時間勤務制度」の中から２

つ以上の制度を選択し、労働者に対して個別の周

知と意向確認の措置を取らなければならなくなっ

た。

４点目は、事業主が講ずべき措置に、３歳に満

たない子を養育する労働者がテレワークを選択で

きるように措置を講ずることの努力義務化、妊娠・

出産の申し出時や子が３歳になる前に、労働者の

仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮

の義務が追加された。また、育児休業等の取得状

況の公表義務が従業員数1000人超の企業から300

人超の企業へと変更され、従業員数100人超の企

業は、一般事業主行動計画策定時に計画策定時の

育児休業取得状況や労働時間の状況把握等

（PDCAサイクルの実施）に関する数的目標の設

定が義務付けられるという内容になっている（厚

生労働省「育児・介護休業法、次世代育成支援対

策推進法改正ポイントのご案内」2024年６月30日

アクセス）。

これまで述べてきたように、1992年に施行した

「育児休業法」により、男性も育児のための休暇

を取得することが可能になり、約30年を掛けて合

計７回の改正を重ねることで、現在の「育児・介

護休業法」として整った。また、2024年の改正に

より、日本の育児制度は、より男女ともに仕事と

育児の両立を支援するものに変わる。今後も、日

本の「育児・介護休業法」は、時代の要請に応じ

た改正を行っていくことで、世界１位の育児制度

であり続けることが望ましいといえる。

第２節　男性の育児休業取得率の現状

本節では、第１節で日本の育児休業制度は世界

的に見ても非常に優れた制度であることがわか

り、特に男性の育児休業取得期間が女性の育児休

業取得期間と同等であることが評価されていたこ

とを踏まえ、実際に日本の男性は「育児・介護休
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業法」を、どのくらい活用できているのかという

実態を見ていく。

第１項　日本の育児休業の取得状況と経年変化

第１項では、日本における男女の育児休業取得

率１の差を見ると共に男性の育児休業取得率の経

年変化も見ていく。

図表３「日本の育児休業取得率の推移」は、厚

生労働省が2024年に公表した1996年から2023年ま

での雇用均等基本調査を基に、筆者が作成した日

本の男女の育児休業取得率をまとめた図表であ

る。女性は1996年以降増加し続け、2007年以降は

少しずつ変動があるものの80％以上の取得率を維

持していることが読み取れる。その一方で、男性

の取得率を見ると2005年までは１%に満たなかっ

たが、2007年から2019年にかけて徐々に上昇し、

2019年から2020年にかけて５.17%上昇したことを

境に、伸び率は年々増加している。2020年以降は

10％を超え、2022年には17.13%、2023年には

30.１％という結果になり、３割を超える結果と

なった。とはいえ、女性と比較すると男性の育児

休業取得率は54%の差があるのが現状である。こ

の現状に対して、政府は「『こども未来戦略方針』

（2023年６月13日閣議決定）において、民間企業

の男性の育児休業取得率を、2025年までに50％、

2030年までに85％」（総務省「男性職員の育児休

業の取得促進に向けた取組の一層の推進につい

て」2024年７月28日アクセス）と目標を立ててい

る。しかし現時点の30.１％という結果を見る限

り、世界１位と言われる日本の育児制度を、日本

人男性は積極的に活用できているとはいえないの

ではないだろうか。

第２項　男性の育児休業取得率と国際比較

第２項では世界的に見て、日本の男性が育児休

業をどのくらい活用できているのかを見ていく。

比較対象としては、中里が「男性育休に関する先

駆的な取り組みによって多くの国のお手本となっ

 １.育児休業取得率＝出産者のうち、調査時点までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数÷調査
前年の９月30日までの１年間（※）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数
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てきたノルウェーおよびスウェーデンの制度、さ

らに2007年の制度改革以降の急速な男性育休取得

促進によって注目を集めているドイツの制度」（中

里　2023：16-17）と指摘していることから、本

項における比較対象として、男性の育児休業取得

に関することの先進国といえるノルウェー、ス

ウェーデン、ドイツの３カ国の育児休業取得率を

対象とする。

図表４「男性育休先進諸国と日本の育児休業取

得率の比較」は、日本の育児休業取得率と比較対

象となるスウェーデン、ノルウェー、ドイツ、の

育児休業取得率をまとめたものである。独立行政

法人労働政策研究・研修機構による「国際比較か

ら見る日本の育児休業制度の特徴と課題」では、

2014年のノルウェーの男性の育児休業取得率は

90％、内閣府による「令和２年度少子化社会に関

する国際意識調査報告書」では、2020年のスウェー

デ ン の 男 性 の 育 児 休 業 取 得 率 は87.６ ％、

Statistisches Bundesamtに よ る「Statistik zum 

Elterngeld - Beendete Leistungsbezüge nach 

Geburtszeiträumen」では、2021年のドイツの男

性の育児休業取得率は46.２%という結果になって

いる。それに比べ厚生労働省による日本の男性の

育児休業取得率は、2014年で２.３%、2020年で

12.65%、2021年で13.97%となっていて、最新の調

査である2023年の結果でも30.１%（厚生労働省、

「令和５年度雇用均等基本調査の結果概要」2024

年11月16日アクセス）となっていることから、日

本の男性の育児休業取得率は男性の育児における

先進諸国に比べ、低い状態にあるのが現状であり、

男性の育児における先進国に比べると日本人男性

は育児制度を活用できていないことがわかる。こ

のことから日本の男性は、日本の女性と比べても、

男性の育児における先進国と比べても、育児休暇

を取得できている人の割合は非常に少ないのが現

状であるといえる。
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第３節　世界１位の育児休業制度をなぜ活用でき

ないのか

本節では、育児休業を取得する日本の男性の割

合が男性の育児における先進諸国に比べ少ないこ

とを踏まえ、なぜ日本の男性の育児休業取得率は

低く、世界１位と言われる育児制度を上手く活用

できていないのか、原因を探っていく。

第１項　育児休業の取得を希望する男性の割合

男性の育児休業取得率が諸外国と比べ少ない原

因として、そもそも日本の男性は育児休業の取得

を希望していないのではないかという疑問が挙げ

られる。そのため、2019年に三菱UFJリサーチ&

コンサルティングが行った「労働者アンケート調

査」（図表５）を基に、男性の育児休業に対する

取得希望状況を見ていく。

図表５「育児休業制度の利用状況と利用希望」

は、「三菱UFJリサーチ&コンサルティング」が

20代から40代で３歳未満の子どもを持つ正社員の

男性と20代から40代で３歳未満の子どもを持つ正

社員の女性、20代から40代で３歳未満の子どもを

持つ非正社員の女性を対象として行った、労働者

の育児休業制度の利用状況と利用希望の調査結果

である。男性正社員の結果を見ると、「制度を利

用した」と答えた人の割合は19.９%、「制度を利

用しなかったが、利用したかった」と答えた人の

割合は24.７%、「制度を利用しておらず、利用し

たいとも思わなかった」と答えた人の割合は

24.２%、「制度を利用したかった」と答えた人の

割合は12.８%、「制度を利用したいと思わなかっ

た」と答えた人の割合は４.３%、「わからない」

と答えた人が14.１%という結果になった（「三菱

U F Jリサーチ&コンサルティング『仕事と育児

等の両立に関する実態把握のための調査研究事業

報告書』（2019）」より）。つまり、育児休業制度

を利用したいと希望した男性の割合は57.４%であ

り、育児休業を利用したいと思わなかった男性の

割合は28.５%という結果になった。また、全体の

半数を超える57.４%の男性が育児休業制度の取得

を希望したが、実際に取得できた男性の割合は

19.９%となっており、育児休業の利用を希望した

男性の中で65.３%の男性は育児休業の取得を希望

したにも関わらず何らかの理由によって取得がで

きなかったという結果になった。また、全体のう

ちの約３割の男性は、自ら育児休業制度の利用を

望んでいないこともわかった。

これまで述べたことからわかるように、男性の

育児休業取得率が女性や諸外国の男性の育児休業

取得率と比較した際に低い原因の一つとして、そ

もそも育児休業の利用を望んでいない人が約３割

いることや育児休業制度の利用を希望したとして
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も、実際に利用できる人の割合は半分以下で、６

割を超える男性は育児休業の取得を諦めざるを得

ない状況にあることが、男性の育児休業の利用を

妨げてしまっている原因だということがわかっ

た。

第２項　男性の育児休業取得を妨げている原因

第２項では、男性が育児休業制度を利用しない

理由や育児休業制度を利用できなかった原因を突

き止めていく。

図表６「育児休業制度を利用しなかった理由」

は、「株式会社日本能率協会総合研究所」が、20

代から40代で３歳未満の子どもを持つ正社員の男

性と20代から40代で３歳未満の子どもを持つ正社

員の女性、20代から40代で３歳未満の子どもを持

つ非正社員の女性を対象として行った、育児休業

制度を利用しなかった理由について調査した結果

である（複数回答制）。男性正社員の結果を見ると、

「収入を減らしたくなかったから」が41.４%、「職

場が育児休業制度を取得しづらい雰囲気だったか

ら、または会社や上司、職場の育児休業取得への

理解がなかったから」が27.３%、「自分にしかで

きない仕事や担当している仕事があったから」が

21.７%、「会社で育児休業制度が整備されていな

かったから」が21.３%、「残業が多い等、業務が

繁忙であったから」が20.８%、「昇給や昇格など、

今後のキャリア形成に悪影響がありそうだと思っ

たから」が14.６%、「わからない」が14.３%、「休

業から復職する際に、仕事や職場の変化に対応で

きないと思ったから」が10.０%、「育児休業を取
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得しなくても育児参加しやすい働き方や職場環境

だったから」が７.７%、「休業によって、仕事が

なくなったり、契約終了（解雇）の心配があった

から」が７.２%、「育児休業は男性ではなく女性

が取得するものだと思っていたから」が６.９%、

「家族や保育所などの保育サービス等自分以外に

育児の担い手がいたから」が５.５%、「配偶者や

家族から育児休業の取得に対して、後押しがな

かったから、または反対があったから」が３.９%、

「その他」が２.２%、という結果になった（「株式

会社日本能率協会総合研究所『厚生労働省委託事

業　令和２年度　仕事と育児等の両立に関する実

態把握のための調査研究事業報告書』（2021）」よ

り）。

この結果を見ると、「収入を減らしたくなかっ

たから」という意見が全体の４割を占めているこ

とから、金銭面で生活に与えるマイナスな影響を

気にしている人が多く、図表５の結果のように「育

児休業を取得したいと思わない」を選択している

人が約３割いることに繋がっているといえる。一

方で、「職場が育児休業制度を取得しづらい雰囲

気だったから、または会社や上司、職場の育児休

業取得への理解がなかったから」「自分にしかで

きない仕事や担当している仕事があったから」「会

社で育児休業制度が整備されていなかったから」

「残業が多い等、業務が繁忙であったから」など

の回答が上位に多くあることから、男性が育児休

業を取得したくても取得できない原因に、会社の

上司や職場環境が深く関係していると推測でき

る。また、「育児休業を取得しなくても育児参加

しやすい働き方や職場環境だったから」が14回答

項目中の９位であったことから、日本の企業は、

男性の育児支援についてまだまだ十分な支援を行

えておらず、男性の育児休業の利用を浸透させる

には、育児制度の改正を重ね、より良いものに変

えていくことも重要だが、会社の上司や職場環境

が男性の育児休業取得への理解を示していくこと

も重要であることが示唆されたといえよう。

以上を踏まえると、男性の育児休暇取得率を増

加させ、男女共に仕事と育児を両立できる世の中

にしていくためには、父親自身や会社の上司が育

児に対する意識を変えていくことが重要であると

いえる。そのため、第２章では日本に根付いてい

る「男性は仕事、女性は家庭」といった性別役割

分業意識に焦点を当て、性別役割分業意識と性別

役割分業の実態の差を示す。また、家事や育児に

関心を持ち実際に家事・育児を始めた男性の例を

取り上げ、育児に参加した男性の第二次社会化を

見ていくことで、男性の育児に関する第二次社会

化の可能性を示していきたい。

第２章　育児における男性の第二次社会化

第１章では、世界１位と言われる育児休業制度

があるにも関わらず、日本の男性は育児制度を上

手く活用できずにいる現状がわかった。本章では、

日本に根付く性別役割分業意識に焦点を当て、性

別役割分業意識の変化と性別役割分業の実態の変

化を見ていく。また、先行研究を基に、実際に家

事・育児に興味を持つようになった男性たちの第

二次社会化の形成を見ていく。

第１節　性別役割分業意識の変化

本節では、本稿における重要な概念である性別

役割規範、性別役割分業、社会化の概念について

明らかにした後、内閣府男女共同参画局が出して

いる性別役割分業意識に関する世論調査を基に経

年比較を通して、日本における性別役割分業意識

の変化を見ていく。

第１項　性別役割規範・性別役割分業・社会化の

概念 

男性の育児参加について論じるうえで、はじめ

に性別役割規範の概念と現状把握をする必要があ

る。性別役割規範とは、男＝かっこいい・度胸・
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青色、女＝かわいい・愛嬌・赤色など、性別によっ

てふさわしいとされる振る舞いや色などの価値観

や考え方を、その社会において頒布するルールで

ある。このような規範について、「各人が規範を

身に付けるのは、『内面化』と『社会化』を通し

てである」（丸山　2005：285-286）とされている。

そして、本稿における重要な概念の一つである社

会化とは、「個人が他者との相互行為を通して、

諸資質を獲得し、その社会（集団）に適合的な行

動のパターンを発達させる過程、つまり、人間形

成の社会的な過程」（濱嶋ら　2005：246-247）と

されている。社会化には第一次社会化と第二次社

会化が存在し、１つ目の第一次社会化とは、「人

生初期の基礎的パーソナリティ構造の形成段階

で、基礎的で一般的な動機志向や価値志向を学習

する過程」（濱嶋ら　2005：401）とされており、

児童期前期に家庭や幼児施設などで受けた影響に

よって社会化されていくことを指す。そして２つ

目の第二次社会化とは、「特定の課題の学習段階

で、第一次社会化を基礎に、個人が参加する諸々

の社会システムでの個別具体的な役割遂行にかか

わる知識や技能、あるいは行為パターンなどを学

習する過程」（濱嶋ら　2005：401）とされており、

学校だけでなく職場など、児童期後期から常に変

化し続け社会化されていくものである。つまり、

序章で例にあげたように、仕事と聞いて男性と女

性どちらをイメージするか２択で答えるとした

ら、回答者の年齢や性別によって大きく変わると

いうことが、第二次社会化によって常に変化し続

けているからであると説明することができる。

次に、性別役割分業について示していく。性別

役割分業２とは、「男女の性別役割の分化を、労

働における分業という観点から捉えるとき、それ

を性別分業という。この定義からすれば、性別分

業という語は、かなり広い現象に使用することが

できるが、通常は近代社会における『男は仕事、

女は家庭』といった家族内での夫婦の役割分化に

対応させた、市場労働と家事労働の夫婦間での分

業を意味する。したがって性別分業という語は、

女性たちが担うことの多い家事や育児といった活

動を、たんに性に付随した役割としてみるのでな

く、物質的な生産と同様の『労働」と見なす考え

方に立つとき、使用される」（江原　1993：871-

872）と示されている。

これまで述べて来たように、性別役割規範は

人々の行動や考え方を性別によって方向づける

「男らしさ、女らしさ」などの当該社会のルール

であり、性別役割分業は育児や家事を労働と捉え

たときの、男女間の市場労働と家事労働の分担の

ことであり、「男は仕事、女は家庭」ということ

を指す。

第２項　性別役割分業意識の経年変化

第２項では、内閣府男女共同参画局が出してい

る日本の性別役割分業意識に関する世論調査の経

年変化を見ていくことで、日本社会で性別役割分

業意識がどのように変化しているのかを見てい

く。

比較対象とする年として、「育児・介護休業法

が改正され男性でも育児のために会社を休むこと

が可能になった」（石井　2018：27）1992年は必

須である。そして、1992年以前の結果と1992年以

後の結果も見ていく必要があるため、本稿では内

閣府男女共同参画局が行った「夫は外で働き、妻

は家庭を守るべきである」という考え方に対する

意識調査の過去を辿り、１番最初に行われた調査

である1979年のものから2023年の調査３までを対

象年として、性別役割分業意識がどのように変化

 ２.性別分業（性別分業というのは、性別分業、性別役割分業と論者によって変わることがあるが、本校においては性別役割分
業と記すこととする）。

 ３.2023年の調査（2024年現在、収集できる最新の調査が2023年のものであったため、2023年の調査を用いる）。
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をしていったのかを見ていく。

図表７「『夫は外で働き、妻は家庭を守るべき

である』という考え方に対する意識」は、内閣府

男女共同参画局が行った「夫は外で働き、妻は家

庭を守るべきである」という考え方に「賛成」、「ど

ちらかといえば賛成」、「無回答４」、「どちらかと

いえば反対」、「反対」のいずれかで答えてもらっ

た調査の結果であり、全５回分の調査結果をまと

めたものである。まず、1979年のデータを見ると、

「夫は仕事、妻は家庭」という考え方に対する意

識について、「賛成・どちらかといえば賛成」と

答えた人の割合が72.６%を占めており、「反対・

どちらかといえば反対」と答えた人の割合はわず

か20.５%となっているため、男性は仕事に専念し、

女性は家事育児に専念するものという考え方をす

る人が多く、性別役割分業意識が根強いといえる。

次に「育児・介護休業法」の改正によって、男

性の育児休暇の取得が可能になった1992年のデー

タを見ると、「賛成・どちらかといえば賛成」と

答えた人の割合が60.１%で、1979年に比べ12.５%

減少、「反対・どちらかといえば反対」と答えた

人の割合は33.８％で、13.３%増加している。

1980年代の性別役割分業意識の変化の原因として

は、1979年に採択され、1985年に日本も批准した

「女子差別撤廃条約」や1986年に施行した「男女

雇用機会均等法」、1992年に施行した「育児・介

護休業法」の成立が、日本人の性別役割分業意識

の変化を促進したと考えられる。また、笹川は

「1980年代、結婚は女性に不幸をもたらすものと

いう捉え方が登場し、不幸な結婚生活を嘆きなが

らも、そこから逃げ出すことができない女性たち

の嘆きを描いた本がベストセラーになり、『女性

の自立』が叫ばれるようになった」（笹川　

2015：２）と述べている。つまり、1979年の調査

と1992年の調査を比較した際に、「賛成・どちら

かといえば賛成」と答えた人の割合が12.５%減少

 ４.無回答の中にわからないと回答されたものも含む。
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し、「反対・どちらかといえば反対」と答えた人

の割合が13.３%増加した原因の１つに、1980年代

の女性達の性別役割分業意識が、夫に経済的依存

をするという考え方から妻も経済的に自立してい

くという考え方に一定程度変わっていったことが

考えられる。

2002年には、「賛成・どちらかといえば賛成」

と答えた人の割合が46.９%、「反対・どちらかと

いえば反対」と答えた人の割合が47.０%となり僅

かながら反対派が賛成派を上回る結果となった。

しかし、2012年に再び「賛成・どちらかといえば

賛成」と答えた人の割合が51.６%、「反対・どち

らかといえば反対」と答えた人の割合が45.１%と

なった。この原因について、第一生命経済研究所

が出している「若者の性別役割分業意識を考える」

で、的場が「こうした保守化傾向を後押ししてい

るものの一つに、若年層の意識変化があると思わ

れる。また、男女ごとの年齢別に見ると、男女と

もに20代、30代の賛成割合が10年前の2002年と比

べ増加しているため、若年層の賛成割合の増加が

全体割合を押し上げていると推測される」（的場

　2013：38）と指摘している。また、バブル崩壊

後の不景気に続き、2008年に起きたリーマン

ショック、2011年の東日本大震災による不景気で、

世の中の考え方が保守的になったことも考えられ

るだろう。

2023年には「賛成・どちらかといえば賛成」と

答えた人の割合が33.４％、「反対・どちらかとい

えば反対」と答えた人の割合が64.３％という結

果になっており、初めて反対派が６割を超える結

果となった。

これまで、図表７を通して、1979年から2023年

までの結果を見てきたが、2023年の調査結果で「賛

成・どちらかといえば賛成」と答えた人の割合が

33.４％とあり、一部の中では「夫は仕事、妻は

家庭」という意識が、まだ根強く残っている。し

かしながら、1979年から2023年にかけて「反対・

どちらかと言えば反対」と答えた人の割合が２割

程度から６割を超えるまでに増加しているため、

日本における性別役割分業意識は、少しずつ時代

の経過と共に変化してきていることがわかる。つ

まり、性別役割分業は、環境や影響を受けてきた

社会によって異なり、国の文化によっても違いが

あるため、生まれながらの性に従う固定的なもの

ではなく、文化や社会によって異なるもの、ある

いわ変化していくものであるといえる。

第２節　家庭における性別役割分業の実態

本節では、第１節でわかった、「夫は仕事、妻

は家庭」という性別役割分業意識が変化してきて

いるということを踏まえて、性別役割分業の実態

が性別役割分業意識の変化に伴って、変化してい

るのかということを見ていく。そのため、男女の

１日の生活時間の差や国際比較を基に家庭におけ

る性別役割分業の実態について迫る。また、男性

の家事や育児の参加を妨げている原因についても

明らかにする。

第１項　性別役割分業の実態

第１項では、日本に根付く性別役割分業の実態

を見ていくために、日本の男女の生活時間の比較

と男女別の家事・育児時間の国際比較を通して見

ていこう。

はじめに、内閣府が2022年に出した「共働きの

男女の１日の生活時間の平均」であり、図表８「共

働きの男女別１日の時間の使い方」を通して家庭

における性別役割分業の実態を見ていく。まず、

仕事時間は、男性が８時間23分であり、女性は６

時間47分と出ている。男女の仕事時間を比べると

男性の方が１時間36分長いことがわかる。次に、

家庭で過ごす時間を見ると、家族と遊んだり、く

つろいだりする時間は、男性は１時間11分、女性

は１時間20分でほとんど差はない。また、自分の

ことに使う時間は、男性が２時間15分、女性が２
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時間16分となり、こちらも差がなかった。しかし、

家事・育児時間を見ると、女性は２時間９分だっ

たのに対し、男性は49分であり、男女差は１時間

20分という結果になった。

これらの結果を見ると、男性は女性に比べ労働

時間が１時間36分長く、女性は男性に比べ家事・

育児時間が１時間20分長いのが現状である。しか

し、雇用形態や昇進の機会などに、男女格差があ

る日本の現状を考えると、労働時間における男女

差は必然的なものといえる。これらの結果に対す

る問題は、男性と女性は雇用形態に関わらず同じ

労働者として、働いているにも関わらず、女性は

男性に比べ１日の家事・育児時間が１時間20分も

長く行っているということである。つまり、日本

における性別役割分業の実態は、まだまだ根強い

ということがわかる。

次に、日本の家事・育児における性別役割分業

の実態をより細かく見ていく。そのため、内閣府

が出した「６歳未満の子供を持つ夫婦の家事・育

児関連時間」の国際比較をした図表９「夫婦の家

事・育児関連時間と国際比較」を見ていくことで、

共働き世帯や専業主婦（夫）のいる家庭の家事・

育児時間の男女差を示していく。まず、日本の夫

婦の家事・育児関連時間の合計時間は、８時間57

分である。そのうち妻の家事・育児関連時間は７

時間34分、夫の家事・育児関連時間は１時間23分

であり、妻が85％、夫が15％となっている。つま

り、妻が１日に担う家事・育児関連時間は、夫の

５倍以上という結果になっていることがわかる。

また、他国と比較すると、日本の妻の家事・育児

関連時間は諸外国の中で最も長く、夫の家事・育

児関連時間は最も短い。夫の育児時間を見ると他

国の夫の育児時間と比べても、あまり差が見られ

ないが、家事時間に関しては日本の夫の家事時間

は34分となっている。しかし、図表９に載ってい

る他の６カ国は、どの国も１時間30分以上の時間

を家事に費やしているため、日本の夫よりも家事・

育児に積極的に参加しているといえる。つまり、

日本においては、共働きで働いている男女も増え

てきているため、仕事に対する性別役割分業の実

態は、変化しつつあるが、共働きの家庭でも専業

主婦（夫）または非正規雇用として働く配偶者の

いる家庭においても、家事・育児を担っているの

は、主に女性であるということがわかり、特に「女

性＝家事・育児」という性別役割分業の実態は、「男

性＝仕事」という性別役割分業よりも根強く残っ
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てしまっているということがわかった。

また、天野が「第一子出産時に正規の仕事を退

職した場合と、育休を２回取得して就業継続する

場合では、生涯賃金が２億円ほど違う」（天野　

2020：68）と指摘するように、女性が出産を機に

仕事を辞めた場合と出産後も仕事を続け、定年ま

で働いた場合では生涯賃金の差が２億円も開いて

しまう。女性が子育てに専念し、会社を辞め、専

業主婦やパート労働者として家庭を支えるという

選択も１つの選択肢だが、女性自身が自由に選択

できる環境を作っていくためにも、男性の家事・

育児への参加は必要であり、性別役割分業の実態

は、性別役割分業意識の変化に伴って変化してい

く必要があるのではないだろうか。

第２項　夫婦の性別役割分業はなぜ変わらないの

か

第２項では、性別役割分業意識の変化に伴って

性別役割分業の実態が変化していないことを踏ま

え、夫婦間での性別役割分業の実態が、なぜ変化

しないのか、原因を２つの視点で考察していく。

１点目は、第１章でも述べてきたように男性の

育児休業取得率の低さが原因だと思われる。天野

が「育休中、一定期間にわたり家事育児にコミッ

トすることで、それが習慣化され、育休取得後の

家事育児時間が長くなったり、担当する家事育児

の数(種類)が増えたりすることも明らかになって

います」（天野　2020：30）と指摘している。つ

まり、男性が育児休業を取得し、育児に専念する

機会を作ることで、男性自身の育児に対する考え

方や意識が変化し、性別役割分業の実態にも変化

が現れる。しかし、現時点で女性と比べても諸外

国の男性と比べても日本の男性は、育児休業の取

得率が低く、家事・育児関連時間が非常に少ない

のが現状であり、育児に参加する時間や機会がほ

とんどないといえる。男性は、産休を取得する女

性に比べ、子育てをするという自覚が芽生えづら

く、出産後も父親は仕事に専念し、母親は育児や

家事に専念してしまうことで、夫婦間で性別役割

分業が固定化されてしまう。そのため、家事や育

児の大半を出産後も母親が主に担うという形に

なってしまうことで、夫婦間での性別役割分業の

実態に変化が見られないということに繋がるので

はないだろうか。

２点目は、仕事か育児かどちらかを選択しなけ

ればいけないという風潮による男性の労働時間の
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肥大化だと考えられる。齋藤によれば、正社員は

職場で仕事優先の時間意識を常に要請されてい

る。育児はそれ自体がもつ時間の規定力が強く、

育児をする正社員に「仕事を優先するべき」とい

う規範と、育児という義務の間で強い葛藤を生む

ことになる。この葛藤を解消するために、「どち

らか一つを選択しなければならないと思わせる

『しかけ』」に従って「どちらか一つを選択しなけ

ればならない」と考えるときに、性別役割分業意

識が多くの男性を仕事へ、多くの女性を育児へと

導くことになる（齋藤　2020：167-168）と指摘

されている。つまり、「仕事を優先するべき」と

いう規範と育児の義務の選択を迫られる正社員の

中でも、特に男性は長時間労働になりやすいこと

や仕事よりも育児に専念しようとする男性が職場

に少ないあるいはいないことで、「育児は妻に任

せて仕事に専念しよう」や「会社に迷惑をかけて

しまう」という意識になってしまう男性が多い。

そのため、齋藤が言うように「どちらかを選択し

なければならない」と考えたとき、男性が仕事、

女性が家事・育児という形が一般的とされてし

まっていることが、夫婦の性別役割分業を固定化

してしまっている原因だと考えられる。

これまで述べてきたように、日本に根付く性別

役割分業の実態は、性別役割分業意識と共に変化

しておらず、原因としては男性の育児休業の取得

率の低さや仕事を優先するべきという規範による

男性の労働時間の肥大化などが挙げられた。性別

役割分業の実態が変化しなければ、女性のキャリ

アの選択を妨げ、男性の育児参加も妨げてしまう。

そのため、出産後の女性が正社員として働き続け

ることができる職場環境や男性の育児休暇の取得

に寛容な職場環境が必要だといえる。

第３節　仕事と家庭の両立に励む父親たち〜事例

の紹介と考察〜

　本節では、性別役割分業は周りの人間や自分

自身の経験によってどのように変わり得るのか、

２つの先行研究の事例を基に見ていく。また、先

行研究で使われた２名の男性のインタビュー内容

を引用し、特に注視していきたい内容に下線を引

き、考察する。

第１項　事例１ 〜家事・育児経験が男性に与え

る影響〜

１つ目の事例では、第２節第２項で初期に育児

の経験をすることが大切であると指摘したことを

踏まえ、実際に育児休業を取得し、家事や育児を

経験することが、性別役割分業の実態の変化にど

のように影響を与えるのかを見ていく。そのため

齋藤が『男性育休の困難　取得を阻む【職場の雰

囲気】』（齋藤早笛　2020：53-71）の中で、示し

た先行研究の事例を基に検討する。

１つ目の事例となる高木５さんの属性

・�年齢…40代（2017時点の年齢、育児休業取得

時の年齢：30歳）

・�性別…男性

・�仕事内容…業種、職種の特定はなし

・�配偶者の有無…あり（妻も働いていて、１年

間の育児休業を取得した）

・�育児休業取得の有無…あり（妻の職場復帰後、

異動のタイミングで１年間取得）

育児休業取得前の家事への参加状況

「わりと家事は好きですね、一人暮らしして

たんでT①。家事自体はそんなに抵抗はな

いっていうか。ご飯を作ったりとか、料理し

 ５.高木さんという名前は先行研究において仮名として使われているものである。
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たりっていうのは、わりとこう、好きでやっ

てたって感じですね。」

育児休業前の育児参加状況

「仕事の仕方は、ほんと漫然と残業してたん

ですよ、休む前ってT②。仕事することが、

それこそ美しいじゃないけど『仕事で、自分

はこんなに大変で、がんばって仕事してるん

だ』って、『帰ってきて疲れたからもう寝さ

せてよ』とか。『俺は仕事で忙しいんだぜ』

みたいな感じで、家事とかは手伝うんだけど

T③、気持ちのなかで自分は『この職場にい

て、仕事も残業もいっぱいあって、大変な仕

事にいって、仕事をしてるのが、何が悪い』っ

ていう気持ちでいたから、家でどういう気持

ちで奥さんが待ってたのかっていうところに

は〔気づかなかった〕。まあまあ、ちょっと

は〔自分が〕悪いけど、みたいな。

でも『自分のほうが大変なんです』みたいな

感じでいたんですよね。だから、夜の七時八

時の残業なんか普通にしてたんで、それに対

してとくに何も考えなかった。」

育児休業中の認識の変化

「立場が変わると、〔妻が〕一時間帰ってこな

いだけで、『なんで帰ってこないの！』って。

メールで『ちょっと仕事が片付かないから、

あと一時間』って。自分は、四時くらいにな

るともう指折り数えて、あと一時間半我慢し

てれば奥さん帰ってくるから楽になれるって

いうか、子どもも任せられるし家事もできる

し、っていうのがあるんですけど、それが予

定狂っちゃうと『何を、この！』っていう（笑）。

まったく逆です。

家事だけ、育児だけだともうちょっと違うの

かもしれないですけど、家事と育児の両立っ

てほんと大変ですよね。めまぐるしいってい

うかT④。

子ども寝かしつけたら夕飯の支度しなきゃと

か、そういうのもあったし、段取りとかって

いうのも、午前中に食事の下ごしらえしてと

か、そうすると前の日の夕方にはもう何を作

るかメニューを決めて買い物行って、その場

その場で段取り悪いと家事もうまくいかな

い。夕方になって『何作ろうか』ってしてる

と、そこから買い物にも行けないし、あ、こ

れがなくて作れないとか、でも子どもは泣き

始めちゃってどうにもならないとか、結構ぐ

じゃぐじゃになっちゃうんで、そういうのも

あります。その家庭の忙しさっていうのが。」

「その先の『諦め』っていうのもあって、ど

うしても奥さんも忙しい時期があって、毎日

十時過ぎっていうときがあったんですよ、一、

二週間ぐらい。子どもを寝かしつけるまでは

自分一人でやんなきゃっていうんで、一生懸

命やって。で、なんとなくそれができるよう

になっちゃうと、奥さんが帰ってきても『あ、

帰ってきたの？今日べつに帰ってこなくてい

いのに』みたいな、そういうのがよぎったこ

とがあって『これは危険だな』と思って。

いないことに慣れちゃうと、たぶん、それは

それで回るんだろうなと思って。そうなった

ときの相手がいることの煩わしさっていう

か、それは結構『怖いな』って思ったんです

よ。自分がそうなっちゃうとほんと立場なく

なっちゃうんで。『お父さんも一緒にいない

と大変』とか、子どもたちも『お父さんがい

てくれるから遊んでもらえる』とか、お父さ

んの存在感を毎日毎日の生活のなかで出して

おかないとそっぽ向かれちゃうっていうの

が、そのときにわかったんで。」

育児休業から復帰後の働き方

「だからなるべく、定時までの時間はがんばっ

て仕事して、それから先は帰るのが普通。職

場戻ったあと、同じように忙しかったんで、

〔職場のみんなは〕五時のチャイムが鳴って
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も普通にいるんですよね。聞こえなかったよ

うな感じで、みんな片付けもしないし、普通

に話とかもずっとしてるし。いるのが当たり

前っていう職場だったんで。それを自分は休

み取る前は、当たり前のように一緒に残って、

まあ七、八時ぐらいまでやってたりとか、もっ

と遅くまでやることもあったし。

正直帰りづらい雰囲気はあるんですけど、そ

ういう雰囲気のなかで『そこに甘んじてちゃ

いけないよな』というのはすごく思って。そ

れよりも家庭だろとT⑤。職場で立場悪くな

るかもしれないけど、『あいつ、早く帰っ

ちゃって変なやつ』って思われるかもしれな

いけど、それで迷惑がかからないように仕事

すればいいじゃないかっていうのを思ったん

で。心がけてたのは、定時が基本T⑥ってい

うのと、あとはもう残業がある期間がある程

度読めるので、ここから一週間は仕事が忙し

くなるんだっていうのはわかった段階で、『こ

の時期はどうしても忙しいから、遅くなっ

ちゃうよ』っていうのは言っておく、という

のは心がけてました。突然自分がやられて困

ることっていうか、突然言われて『あ、ごめ

ん、今日帰れないんだ』っていうのはやめよ

うと思って。なるべく妻が覚悟できるように

T⑦。

〔業務は〕休む前と同じぐらいの量はあった

んですけど、でも定時で帰れるのは半分ぐら

いはできてたんじゃないかと思います。で、

もうあとは朝T⑧。（略）〔出社は朝の〕六時

くらいですね。それはもう意地でしたね（笑）。

ちゃんと仕事はするぞっていう。」

高木さんの事例の考察

ここからは、高木さんの事例を考察していく。

高木さんの特徴の１つは家事に対して抵抗がない

という点である。しかし、育児休業前の育児参加

状況を見ると、仕事中心の働き方をしていたこと

がわかる。さらに、高木さんの語りからは、家事

よりも仕事の方が大変という考え方が見られる。

「家事とかは手伝うんだけど」という発言は、第

３章で取り上げるミレニアル世代の特徴の一つと

いえる。そして、育児休業中の認識の変化を見る

と、「家事と育児の両立ってほんと大変ですよね。

めまぐるしいっていうか」という発言から育児休

業前の「家事より仕事の方が大変」という考え方

に変化があったことが読み取れる。

また、育児休業期間に１人で育児と家事の両立

を経験したことによって、育児と家事の両立に慣

れた時、初めて仕事中心である育児休業取得前の

生活に危機感を覚えたと言う。この危機感という

ものが、高木さんの性別役割分業の実態にも変化

をもたらしたと考えられる。育児休業から復帰後

の働き方を見ると、「正直帰りづらい雰囲気はあ

るんですけど、そういう雰囲気のなかで『そこに

甘んじてちゃいけないよな』というのはすごく

思って。それよりも家庭だろ」と語っており、帰

りづらい雰囲気の中、家庭を大事にするという熱

い思いが読み取れる。

このように、育児休業前の育児参加状況では、

残業が当たり前で仕事中心の生活をしていた高木

さんが、育児休業を取得し、１人で家事と育児の

板挟み状態を経験したことで「定時で帰るのが当

たり前、仕事よりも家庭が大事。周りにどう思わ

れようと関係ない」といった意識の変化があった。

そして、実際に育休後も家事・育児を積極的に行

なっている姿が想像できる程、性別役割分業の実

態も変化しているため、男性が育児休業を取得し、

子育てにおける初期の段階で家事・育児を経験す

ることの重要性が高木さんの語りから伝わるので

はないだろうか。

第２項　事例２ 〜周囲の理解が男性の育児参加

を促進〜
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２つ目の事例では、第１章第３節第２項で、会

社の上司や職場環境が男性の育児休業取得への理

解を示していくことが重要であると指摘したこと

を踏まえ、実際に職場環境や周囲の理解が男性の

育児参加の促進にどのように影響を与えるのかを

見ていく。そのため公益財団法人21世紀職業財団、

調査研究チームの本道敦子・山谷真名・和田みゆ

きが『〈共働き・共育て〉世代の本音 新しいキャ

リア観が社会を変える』（本道敦子・山谷真名・

和田みゆき　2024：41-44）の中で、示した先行

研究の事例を基に検討する。

２つ目の事例となる佐々木さん６の属性

・�年齢…20代から40代７（2020年時点の年齢層）

・性別…男性

・�仕事内容…正社員（総合職）の事務系（業種

の特定はなし）

・�配偶者の有無…あり（インタビュー当時妻が

育児休業中）

・�育児休業取得の有無…なし（妻の職場復帰後

は、自分も働く時間を削って育児に充てたい

と考えている）

佐々木さんの育児に対する思い

「父親が忙しいと、子どもが父親に対して人

見知りするという話も聞きました。個人的に

は、なるべく子どもと一緒に過ごしたいと

思っていますS①。海外だと入学式に父親が

休みを取るのが当たり前と聞き、そういう関

わり方もいいなと思っています。特に子ども

が生まれてからはずっと一緒にいてあげたい

という思いが一層強くなったのでS②、少な

くとも子どもに関するイベントは全部行きた

いです」

職場環境について

「自分の今の職場は、不測の事態が起こりに

くいので、業務の見通しが立てやすく、定時

で帰ることも可能です。周りに小さい子がい

る人もいて、子どもがけがをしたので早退す

るなど、皆さん普通にやっています。上司も

小学生の子どもがいて「小さいうちは大変だ

から」と言ってくれますし、子育てをするた

めに業務時間の調整も言い出しやすい環境S

③です。会社の制度としても男性側の育児休

暇の制度も推進されていて、この取得

率が上司の評価に関わる仕組みもありますS

④」

海外勤務経験のある上司の話

「直属の上司は、長い間海外で働いていたの

で、家族のために時間を使うということには

理解があります。むしろ、そうすべきと言う

のです。そういう過ごし方の方がいいんだな、

と学ぶことが多いですS⑤」

佐々木さんの事例の考察

ここからは、佐々木さんの事例を考察する。佐々

木さんの育児に対する思いを見ると、「なるべく

子どもと一緒に過ごしたいと思っています」とい

うように、育児に対しての抵抗感が全くなく、む

しろ積極的に参加したいという思いが伝わってく

る。この思いを後押しするように、佐々木さんの

職場環境は整っている。職場環境を見ると、佐々

木さんの職場は、業務の特性もあるが、定時で帰

りやすい職場環境であり、小さい子どもがいる人

が職場に多いことも特徴の一つである。また、「上

司も小学生の子どもがいて『小さいうちは大変だ

から』」と言っているというのが、佐々木さんの

６.佐々木さんという名前は先行研究において仮名として使われているものである。
７.引用として使用したインタビュー調査のインタビュー対象者の年齢が1980年から1995年前後に生まれたミレニアル世代を対象

としており、インタビュー対象者の一人ひとりの年齢は非公開としているため、20代から40代としている。
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子どもとなるべく一緒にいてあげたいという気持

ちを後押ししていると思われる。さらに佐々木さ

んの職場では、部下の育児休業取得率が上司の評

価に関わる仕組み、男性も育児がしやすい雰囲気

や環境を職場の制度、そして上司や周りの人間が

作り出しているといえるだろう。さらに、直属の

上司が長期間海外勤務を経験していることで、家

族の時間を大切にするべきということを上司から

学ぶことが多いという発言からも上司の子育てや

男女平等への理解は重要であり、男性が子育てを

理由に職場を離れることが当たり前にできる仕組

みづくりも検討していくことが重要ではないだろ

うか。

これまで男性の育児休業が取得しづらい世の中

でも、実際に育児休業を取得し、家事や育児を経

験したことで性別役割分業の実態にも変化が現れ

た事例と職場環境や上司の理解によって迷いなく

育児に参加することができる事例を紹介してき

た。この２つの事例は本稿で述べてきた、性別役

割分業の実態は固定的なものではなく、第二次社

会化によって変わり得るということを示すことが

できる好事例といえるのではないだろうか。第３

章では、国や企業そして我々個人が、男性の育児

参加を促進するためにできる取り組みは何かを考

えていく。

第３章　男性の育児参加を促進するためには

これまで第１章と第２章を通して、性別役割分

業の実態は、固定的なものではなく第二次社会化

により変わり得るということを述べてきた。本章

では、男性の育児参加を促進するために国や企業

ができることや性別役割分業の実態をどのような

方法で変えていける可能性があるのかを検討して

いく。

第１節　世界１位の育児休業制度の活かし方

本節では、第１章で述べてきたように、世界で

１番優れている育児休業制度を上手く活用出来て

いない日本の現状を踏まえて、日本の育児休業制

度を男性が気軽に活用できるようにするために、

政府がどのように関与していける可能性があるの

かを考えていく。

日本の育児休業制度を男性が気軽に活用できる

ようにするためには、企業に職場環境の整備や働

き方改革によって育児休業取得率の向上を進めて

貰う必要がある。そのため、日本国内の全ての企

業に対して従業員の働き方に関する様々な数値の

公表を義務化させることで、企業が働き方改革を

進めざるを得ない状況を作ることが必要である。

2025年４月からは、300人以上の企業は育児休業

等の取得の状況を、年に１回公表することが義務

化される。さらに、従業員数100人以上の企業は、

育児休業の取得状況や労働時間の状況把握等に関

する数的目標の設定が義務化される（厚生労働省

「育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法

改正ポイントのご案内」2024年10月29日アクセ

ス）。

しかし、国内企業の企業規模数の現状を見ると、

総務省統計局が2023年に発表した「令和３年経済

センサス-活動調査　産業横断的集計」では、日

本の企業数は2021年時点で368万4049社である（総

務省・経済産業省「令和３年経済センサス ‐ 活

動調査 産業横断的集計」2024年10月30日アクセ

ス）。そして、「令和３年経済センサス ‐ 活動調

査 産業横断的集計」の数値を基にしたN B S株式

会社の記事では、「個人事業主やその他の法人を

抜いた会社企業の数は、177万7291社。そのうち、

従業員数300人以下の会社法人数は176万1771社」

（N B S「【令和３年版】国内に法人企業は何社あ

るでしょう？」2024年10月30日アクセス）となっ

ている。つまり、国内企業の99.１％が従業員数

300人以下の企業であり、2025年４月１日から施

行される法律の適用外となってしまう。そのため、

従業員数300人以下の企業にこそ、育児休業の取
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得状況や労働に関する数値の公表の義務化が必要

なのではないだろうか。

これまで述べてきたように、日本国内の全ての

企業に対して、従業員の働き方に関する様々な数

値の公表を義務化させることで、企業が働き方改

革を進めざるを得ない状況を作ることができる可

能性は高い。とはいえ、中小企業の現状を踏まえ

ると、すぐに働き方の整備を整えるだけの余裕が

ないと考えられる。そのため、これからの課題と

しては、中小企業も労働環境を整えられる体制を

作れるように、国が補助金や助成金などによって

サポートすることも必要だといえよう。

第２節　企業が行うべき仕組みづくり

本節では、第１章第３節第２項で男性の育児休

業取得を妨げている原因として、職場が男性の育

児休業取得に理解がなかったことや男性自身の収

入面の懸念などが挙げられたことを踏まえ、男女

共に仕事と育児の両立ができる働き方を実現する

ためには、企業がどのような仕組みづくりを行っ

ていく必要があるのかを企業の先進事例を基に検

討していく。

本節で取り上げる企業の先進事例としては、経

済産業省と東京証券取引所が2012年から2023年ま

で全12回実施した「なでしこ銘柄８」に選定され

た企業の中から３社、取り上げて仕事と育児の両

立支援策を見ていく。

１社目は、2014年から2021年までの８回と2023

年の計９回選定された（経済産業省「令和５年度

『なでしこ銘柄』レポート」2024年11月17日アク

セス）、株式会社大和証券グループ（以下大和証券）

が行っている、先進的な取り組みを取り上げる。

大和証券は、女性特有の健康課題への対処として、

女性の更年期への対策支援、健康リテラシーの向

上、仕事と不妊治療の両立などの包括的支援や独

自の取り組みとして、エル休暇（生理による体調

不良、不妊治療、更年期による体調不良のための）

制度が整っている。

また、出産一時金の他に第３子以降の出生に対

しては、更にお祝い金200万円が支給されること

や育児休業制度の取得期間が、子どもが３歳にな

るまで女性だけでなく、男性も取得できる制度な

どの育児支援に対する制度が充実している（株式

会社大和証券グループ「Welfare　充実した福利

厚生」2024年11月22日アクセス）。女性特有の健

康課題である生理による体調不良、不妊治療、更

年期による体調不良などは、上司が男性である場

合、取得する際に言い出しにくいという課題があ

るが、これらを総称として「エル休暇」と名付け、

取得する女性社員に対して、申し出やすい名称に

変える配慮が行われていることは、今後女性活躍

を推進していく上で、他の企業でも取り入れるべ

き配慮ではないだろうか。

　２社目は、2017年から2021年までの計５回選

定された（経済産業省「令和４年度『なでしこ銘

柄』レポート」2024年11月18日アクセス）、株式

会社千葉銀行の「男性の育児参画に向けた取組み」

を取り上げる。千葉銀行は、2020年２月に株式会

社ワーク・ライフバランスが主催する「男性育休

100％宣言９」に賛同表明をしている。そして、

配偶者が出産予定の男性職員は、育児休業の取得

や家事・育児分担についての行動計画書「仕事も

８.「なでしこ銘柄」とは、経済産業省と東京証券取引所が共同で2012年より実施しており、「女性活躍推進」に優れた上場企業を「中
長期の企業価値向上」を重視する投資家にとって魅力ある銘柄として紹介することを通じて、企業への投資を促進し、各社の
取組を加速化していくことを狙いとしています（経済産業省「女性活躍に優れた上場企業を選定『なでしこ銘柄』」2024年12
月3日アクセス）。

９.男性育休100％宣言とは、男性の育児休業取得率100％の実現を目指し取組んでいる組織の代表が宣言を行い、宣言企業が一丸
となってこれまでの慣習の改革を目指すもの（株式会社千葉銀行「ダイバーシティ推進の取り組みについて」2024年11月22日
アクセス）。
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育児も！！素敵なパパ宣言」を作成し、所属長が

計画的な育児休業取得を本人に促すなど職場全体

で応援する体制を作っている（株式会社千葉銀行

「ダイバーシティ推進の取組みについて」2024年

11月22日アクセス）。これらの取り組みによって、

千葉銀行本社の2023年の男性の育児休業取得率は

100％であり、連結子会社及び持分法適用子会社

である「ちばぎん証券」と「ちばぎんコンピュー

ターサービス」の男性の育児休業取得率も100％

である（株式会社千葉銀行「第118期有価証券報

告書」2024年11月22日アクセス）。

つまり、男性職員に対して育児休業の取得や家

事・育児分担についての行動計画書を作成させる

ことや上司が計画的な育児休業取得を本人に促す

などによって、職場全体で応援する体制を作る仕

組みづくりは、男性の育児参加を促進するために

も重要だといえる。

３社目は、2021年と2023年の計２回選定された

（経済産業省「令和５年度『なでしこ銘柄』レポー

ト」2024年11月18日アクセス）、株式会社技研製

作所の「仕事と育児の両立支援」を取り上げる。

まず、経済的支援として３ヶ月以上の育休取得者

には、男女問わず、月に最大５万円の支給を最長

12ヶ月行い、育休中の産後８週間のうち上限４週

間の期間も賞与を支給することで育休取得を阻む

収入面の不安を払拭し、長期取得のしやすい環境

を整えている。また、働き方の支援としては、「育

児短時間勤務、子の看護、時間外労働の制限、所

定外労働の免除、深夜業の免除」これら全てにお

ける期間を子どもが小学校を卒業するまで利用で

きるように整えている。

これらの取り組みの成果として、女性の育休か

らの復帰率は2020年から2023年までの４年間

100％を維持し、男性の育児休業取得率について

は、2021年から2023年までの３年間100％を維持

している。さらに、男性の育休取得平均日数も公

開しており、2020年は60.６日、2021年は89.２日、

2022年は96日、2023年は見込みだが、107.９日と

ほとんどの男性社員が、長期間の取得を実現でき

ているため、金銭面のサポートによる育児支援は

非常に効果的なものだといえる（株式会社技研製

作所「ワークインライフ」2024年11月22日アクセ

ス）。

これまで紹介してきたような女性活躍推進や男

性の育児休業取得が進んでいる企業では、それぞ

れ独自の取り組みや現場で働く社員への配慮が感

じられる制度の内容となっている。

また、大和証券グループ本社社長の荻野明彦氏

は、「子育てによって早退する社員をカバーする

同じ部署の社員へのサポートや周りの社員がしっ

かり報いる制度が必要」10というように、育児休

業を取得する以外の社員にもインセンティブを与

えるなどの大きな仕組みづくりも、今後は重要な

課題であるといえよう。職場の雰囲気や管理職層

の意識が変わって行かなければ現状の性別役割分

業の実態は、このまま変わらない可能性もあるた

め、企業の仕組み作りは非常に重要なものだとい

えるのではないだろうか。

第３節　性別役割分業の実態を変えるための意識

改革

仮に第３章で述べてきたような法律による義務

化や企業の育児制度の充実が実現したとしても、

性別役割分業の実態に変化が現れなければ法律や

制度による効果が薄れてしまう。そのため本節で

は、男性の育児参加を促進し、日本に根付く性別

役割分業の実態を変えていくためにも、我々個人

あるいは社会がどのように意識を変えていける可

10.日本経済新聞、2024年10月10日、夕刊、電子版、「大和証券グループ本社社長　荻野明彦氏（下）発想を根底から変える（私のリー
ダー論）」より引用
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能性があるのかを考えていく。

第１項　家庭科の男女共修が与えた影響

第２章第３節で紹介した２人の男性の事例は、

どちらの事例も子どもが生まれる以前から家事・

育児に対しては、あまり抵抗が見られないという

共通点がある。理由としては、本道らが「かつて

は、家事・育児は全て妻に任せ、仕事一筋の男性

がリーダーになるのが典型的なパターン。そのよ

うにリーダーになった人たちと、仕事と家庭を両

立して頑張っているミレニアル世代の夫婦は、全

く異なる生活を送っている」（本道　2024：220）

と指摘するように、世代によって性別役割分業の

実態に差があると推測される。そして、第２章第

３節で紹介してきた２つの事例は、どちらの男性

も1980年から1990年代なかば頃までに生まれた世

代。すなわちミレニアル世代（Y世代）であり、

ミレニアル世代以前の世代とは異なる価値観を

持っていたと考えられる。その理由の一つとして

考えられることは、家庭科の授業の男女共修では

ないだろうか。

家庭科の男女共修が始まったのは、「小学校で

は1947年に新教科として創設、中学校では1989年

に改訂1993年〜2001年に実施、高等学校で1989年

に改訂1994年〜2002年に実施」（文部科学省「国

際教育協力懇談会　我が国の教育経験について：

家庭科教育」2024年10月４日アクセス）となって

いる。そして家庭科教育については、一般社団法

人大学女性協会が「思春期・青年期にある すべ

ての若者が社会へ出てそして自らの家庭を築く前

に、原家族以外の価値観に触れることができ、男

女平等について学ぶことが直接自分自身の生き方

に関わってくることになるのだ、と理解を深める

ことができるのは、今日の社会状況からみて、学

校教育以外にはなく、特に家庭科がその中心的な

役割を担うことは明らかである」（大学女性協会

「ジェンダー平等の視点から家庭科教育を考える」

2024年10月６日アクセス）と指摘している。ミレ

ニアル世代の男女は、中学校から家庭科の授業を

男女一緒に学ぶ機会を設けられ、ミレニアル世代

以前の世代が学んでいない男女平等への知識や料

理、裁縫などの体験的なジェンダー教育を受けて

きた。つまり、本稿で取り上げた男性の事例で、

家事・育児に対して、あまり抵抗が見られないと

いう特徴の理由に、家庭科の男女共修によって、

料理や裁縫などを実際に体験してきたことが、第

二次社会化として少なからず影響を与えていたと

いうことが考えられるだろう。

また、図表10「男女別・年齢別に見た性別役割

分業意識」を見るとわかるように、内閣府男女共

同参画局が2023年に出した「『夫は外で働き、妻

は家庭を守るべきである』という考え方に対する

意識調査」の結果では、ミレニアル世代に当たる

20代後半から40代なかばの世代は、性別役割分業

意識に賛成している割合は３割に満たず、反対し

ている割合は40〜49歳が69.７%、30〜39歳が

74.６%、18~29歳では79.８%と約７割から８割の

男女が反対している。逆に50歳以上の年代では賛

成割合が３割以上であり、70歳以上の世代にあ

たっては46.５%の割合で賛成意見があるという結

果になっている。そのため、ミレニアル世代以降

に生まれた男女には、新しい性別役割分業意識が

芽生えている可能性も考えられるのではないだろ

うか。

第２項　性別役割分業の実態を変えるためのアプ

ローチ

第１項で述べたように、家庭科の授業で、料理

や裁縫などを実際に体験してきたことは、男性の

性別役割分業意識に少なからず影響を与えている

と考えられる。そのため、中高生に対する子育て

体験学習や企業が取り入れてきている子育て体験

研修は、性別役割分業の実態を変化させていく上

で、効果が期待できる可能性が高い。本項では、
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実際に地方自治体やNPO法人が行っている子育

て体験学習や企業が取り入れている子育て研修制

度などの取り組みを３つ紹介していく。

１点目は、埼玉県川越市が行っている「子育て

体験学習事業」である。思春期を迎える中学生に

「命」の大切さ等の講義や実際に乳幼児やその保

護者と交流することで、母性・父性の育成を支援

することを目的に、市内中学校を対象に実施して

いる。実際の体験学習内容としては、「乳幼児及

びその保護者との交流、妊婦体験、妊娠経過につ

いての講義」などがあり、思春期である中学生に

対して、実際の育児体験談や妊婦エプロンを着用

させ、階段の登り降りなどの日常的な動きを行う。

そのことによって妊婦の方がどのような生活を

送っているのかを体験学習として学ぶことで、実

際の子育ての大変さを、身を持って学ぶことがで

きる機会となっている（川越市「子育て体験学習

事業」2024年12月３日アクセス）。

２点目は、「NPO法人あっと」が行っている「思

春期子育て体験事業」である。2010年から山口市

「思春期ふれあい体験事業」の委託を受け、年１

回地域の中学校で乳幼児の親子と中学生のふれあ

い体験事業を実施している。体験内容は、妊婦ジャ

ケットを付けて妊婦の方の生活の体験やおむつ替

え体験、離乳食を食べさせるなどの体験が行われ

ている。また、事前に家庭科の授業を通して触れ

あう子どものことを考え、色んなアイデアのもと、

布製の手作りおもちゃを作ることも行っている。

こうした体験学習を通じて直接肌で触れて感じた

ことが、いずれ自らの結婚観・子育て観を構築し

ていくため中学生にとって貴重な経験といえるだ

ろう（NPO法人あっと「子育て体験・交流」

2024年12月３日アクセス）。

３点目は、2022年の４月よりユニ・チャーム株

式会社と江崎グリコ株式会社が、共同で企業に向

けて無償で提供している「企業向けのオリジナル
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両親学級『みんなの育休研修』」である。研修の

対象者は、企業や自治体の産休取得予定者、育休

取得予定者などを対象にしている。研修内容は２

つあり、１つは、育児休業の取得を検討している

方に向けた、男性の育児が子どもや家族に与える

影響や必要性についての、講義形式の研修。もう

一つは、家事育児の分担方法や授乳、睡眠、排泄

の方法などについて、江崎グリコ株式会社の栄養

士や子育てアドバイザーなどの指導を受けながら

の、実践形式の研修となっている。　また、実際

にこの研修を受講した方と受講していない方を対

象に育児への参加意欲についてのアンケート調査

が行われた際の調査結果（図表11）では、有意差

が見られた項目として、「おむつ替えの交換、衣

服を替える、ミルクを作る、ミルクを飲ませる」（ユ

ニ・チャーム株式会社「ユニ・チャーム株式会社

ホームページ」2024年11月18日アクセス）が挙げ

られており、実際に図表11「育児への参加意欲の
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変化」を見るとおむつ替えの交換、衣服を替える、

ミルクを作る、ミルクを飲ませるなどの調査結果

でも研修を受講した方の意欲の方が、受講してい

ない方よりも高くなっていることがわかる。

このように、社内の研修制度として企業が講師

を呼び、男性の育児の必要性についての講義だけ

でなく実際に体験研修を行うことで、受講後の男

性に育児への参加意欲に変化が現れていることが

調査結果でも明らかになっている。

ここまで紹介してきた、埼玉県川越市や「NPO

法人あっと」が行っている中高生を対象とした子

育て体験事業を他の自治体やNPO法人も行って

いくことで、性別役割分業意識の形成段階である

中高生の中で、男女問わず子育て観が構築されて

いく可能性がある。そして、子育て体験に参加し

た中高生が、実際に子育てをする立場となった時

に、育児＝女性がするものといったような性別役

割分業意識ではなく、夫婦共に家事育児をすると

いった新しい価値観に変わっていくことで、性別

役割分業の実態の変化にも繋がるのではないだろ

うか。また、これから子育てを行う子育て世代に

対しても、企業が研修制度として育児体験や男性

が育児に参加することのメリット・必要性につい

ての講義を組み込むことによって人々の意識は変

わり、性別役割分業の実態も変わっていける可能

性が十分にあると期待できるのではないだろう

か。

終章　男性の育児参加への課題と今後の展望

本論文では、男性の育児参加と第二次社会化に

おける可能性に焦点を当ててきた。そして日本社

会で根強く残る性別役割分業の実態は、なぜ変わ

らないのだろうかという問いを立て、それぞれの

章で国際比較や先行研究を用いて、男性の育児参

加を妨げる原因を検討し、今後の改善策を模索し

てきた。

第１章では、日本の育児休業制度が世界で１位

の育児休業制度と言われている理由を把握し、

2024年現在における「育児・介護休業法」の内容

を述べた。その後、厚生労働省が出している「令

和５年度雇用均等基本調査」から、日本の男性は

育児休業制度を上手く活用できていないのが現状

であるとわかり、諸外国と比べても取得率が低い

現状にあることが示された。そこで世界１位の育

児休業制度があるにも関わらずなぜ日本の男性

は、育児休業制度を活用しないのか、あるいはで

きないのか原因を探ると、主な原因としては「収

入を減らしたくない、職場・上司が育児休業取得

への理解がない、残業が多い」（厚生労働省委託

事業「令和２年度仕事と育児等の両立に関する実

態把握のための調査研究事業報告書」（2021）より）

などが挙げられ、男性の意識や職場環境に課題が

あることが見えてきた。

第２章では、男性の意識や職場環境の課題に対

して、まず、本論文において重要な概念である性

別役割分業規範、性別役割分業、社会化などに焦

点を当て、概念を整理した。そして性別役割分業

に関する意識や実態の状況を把握した。すなわち、

性別役割分業意識は変わってきているが、性別役

割分業の実態は、専業主婦（夫）のいる家庭でも

共働き夫婦の家庭であっても、主に家事・育児を

担っているのは女性であるということがわかっ

た。その原因としては、男性の育児休業取得率の

低さから育児への参加機会の男女差があることや

仕事か育児かどちらかを選択しなければいけない

という風潮による男性の労働時間の肥大化が原因

であることが示唆された。また、男性の性別役割

分業の実態は、第二次社会化により変わり得ると

いうことを示すために、先行研究を基に「家事・

育児経験が男性に与える影響と周囲の理解が男性

の育児参加を促進させた」という実際の事例を基

に、男性の育児に関する第二次社会化の可能性を

示してきた。

第３章では、第１章と第２章を踏まえて、男性
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の育児参加を促進するために国や企業ができるこ

とや性別役割分業の実態をどのような方法で変え

ていける可能性があるのかを検討してきた。まず、

世界１位の育児休業制度を活かすためには、企業

に職場環境の整備や働き方改革によって育児休業

取得率の向上を進めて貰う必要があるため、日本

国内の全ての企業に対して従業員の働き方に関す

る様々な数値の公表を義務化させることで、企業

が働き方改革を進めざるを得ない状況を作ること

が必要であると述べた。次に、「なでしこ銘柄」

に選定された企業の中から「大和証券」「千葉銀行」

「技研製作所」の３社を、取り上げて仕事と育児

の両立支援策を見てきた。

最後に、法律による義務化や企業の育児制度の

充実が実現したとしても、性別役割分業の実態に

も変化が現れなければ法律や制度による効果が薄

れてしまう。男性の育児参加を促進し、日本に根

付く性別役割分業の実態を変えていくためにも、

我々個人が意識を変えていける可能性について、

ミレニアル世代に着目し、検討してきた。その方

法として、実際に地方自治体やNPO法人が行っ

ている子育て体験学習や企業が取り入れている子

育て研修制度などの取り組みが、性別役割分業意

識の形成段階である中高生の中で、男女問わず子

育て観が構築されていく可能性があることやこれ

から子育てを行う子育て世代に対しても、企業が

研修制度として育児体験や男性が育児に参加する

ことのメリット・必要性についての講義を組み込

むことによって人々の意識は変わり、性別役割分

業の実態も変わっていける可能性が十分にあると

いうことを示した。

また、「男性の育児参加」を促進させていくこ

とは、今後女性の活躍を推進するためにも、男性

の長時間労働を解消し、仕事と家庭の両立を支援

するためにも必要不可欠であるといえる。そのた

めにも、国が企業に対して働き方に関する数値を

強制的に公表させることや企業自身が、しっかり

とワークライフバランスの取れる体制を作ってい

くことは、男性の家事・育児参加を促進する上で

非常に重要なことである。そして迅速な対応が求

められている重要事項だということを、国や企業、

一人ひとりが理解する必要があるといえるだろ

う。また、制度が整い始めた日本社会では、今後

益 「々男性も女性も仕事と育児を両立する」といっ

た新しい性別役割分業への賛成派が多数派となる

ような社会を目指していき、「人の意識は何歳で

も変われる」ということに期待していきたい。
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